
 

 

 

 

 

大規模災害に備えて 

 

 

 

自主防災組織を作りましょう 

 

 

 

 

 

　　　■説明資料 

 

　　　　　　自主防災組織の概要 

 

 

　　　■提出していただく書類 

 

　　　　　　１．音更町自主防災組織に関する報告書（別記第１号様式）　１部 

 

　　　　　　２．自主防災会規約（参考例別紙）　　　　　　　　　　　　１部 

 

　　　　　　３．自主防災会防災計画（参考例別紙）　　　　　　　　　　１部 

 

 

 



自主防災組織の概要 

 
１　自主防災組織の必要性 

　　防災対策の基本は、 

　①　自助…住民一人ひとりが自分の命は自分で守る 

　②　共助…地域住民が連携して町の安全はみんなで守る 

　③　公助…行政が災害に強い地域の基盤強化を進める　　の３つです。 

　　※これら３つが上手に連携を保つことで効果的な防災対策が図ることができます。 

 

 

２　自主防災組織の活動・役割 

　①　平常時…防災組織の普及・啓発、地域内の安全や設備の点検、要配慮者の把握、防災 

訓練の実施などを行います。 

　②　災害時…情報の収集（安否確認含む）・近隣住民への伝達、初期消火活動、被災者の 

　　　　　　　救出、避難誘導、避難所の運営等を行います。 

 

３　自主防災組織の作り方 

　①　組織の規模は 

　　●　住民の日常的つながり、平常時の防災活動実施、災害時の避難行動等を考慮し、行 

　　　政区をひとつの単位とすることが適当です。また、郊外等の人口の少ない行政区の場

合は、いくつかの行政区と一緒になり連合として組織することもできます。 

　②　組織の構成は 

　　●　既存の町内会・自治会を利用した自主防災組織には３つタイプがあります。 

　　　・　重複型………町内会役員がそのまま自主防災組織の役員と兼務するタイプ。 

　　　・　下部組織型…町内会長が自主防災組織の会長を兼ね、その下に独自の自主防災 

　　　　　　　　　　　活動の役員を置くタイプ。 

　　　・　別組織型……町内会が中心となって、町内会とはまったく別個に自主防災組織を 

　　　　　　　　　　　作るタイプ。 

　　　※　それぞれに長所・短所がありますので地域にあった組織づくりをしてください。 

　③　組織を作るためには 

　　●　自主防災組織は、実際に機能する組織でなければなりません。そのためには、次の 

　　　各項目等について決めておくことが必要です。 

阪神・淡路大震災のときに公的機関が救助したのはわずか 1.7％で、約 95％以上が自力

又は家族､隣人による救助というデータがあり、公的機関の活動の限界と地域住民の協

力が大きな役割を果たすことがわかります。

 ・組織編成と 

　役割分担
…役員構成､班編制､役割分担､連絡網等

 ・防災計画……任務･分担、普及活動事業の実施計画、防災資材の調達計画･保管 

　管理、出火防止対策、初期消火対策、救出救護活動、避難計画、 

　食料飲料水対策等

 ・組織の規約…規約は組織の目的、事業内容等を明らかにするとともに、役員の選 

　任･任務、会議の開催、防災計画の策定等について定めるものです。



総務部危機対策課危機対策係（役場庁舎２階） 

TEL:0155-42-2111(内線246) 

FAX:0155-42-2766

４　町への報告 

　　自主防災組織が設立されましたら、町に報告をしてください。 

　　必要な書類は次のとおりです。 

　①　音更町自主防災組織に関する報告書（別記第１号様式）　１部 

　②　自主防災組織規約（任意様式）　　　　　　　　　　　　１部 

　③　自主防災計画書（任意様式）　　　　　　　　　　　　　１部 

　　※　①の様式及び②・③任意様式（参考様式）は当方にございます。 

　　※　手続きが終了した時点で、自主防災組織として町へ登録されます。 

 

５　自主防災組織活動支援事業 

　　町に登録された自主防災組織は、次の助成制度を利用することができます。 

　【地域防災組織活動事業】 

　①　2/3補助制度（飲食費・人件費を除く）※補助率2/3以内で限度額20万円 

　　・防災に関する広報紙、チラシ、マップの作成 

　　・防災に関する研修会、講演会、訓練の実施 

　　・防災資機材の整備 （個人に帰属する物を除く） 

　　・その他啓発活動で町長が適当と認めたもの 

　②　定額補助制度　※登録されてから毎年１回利用できる制度 

　　・自主防災組織の設置･活動運営費　 50戸未満　　 1万円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50～99戸　1万5千円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100戸以上　　2万円 

 

６　その他 

　　自主防災組織及び防災に関することは、次までお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


